
 

 

 

 

令和４年 12 月９日 

港 湾 局 

「港湾法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」等を閣議決定 

本年 11 月に公布された「港湾法の一部を改正する法律（令和４年法律第 87 号。以

下「改正法」という。）」の施行期日を定める政令及び施行に必要な政令の整備に関

する政令が、本日、閣議決定されました。 

１．背景  

本年 11 月に公布された改正法によって、港湾法（昭和 25 年法律第 218 号。以下「法」

という。）第９章第１節（港湾脱炭素化推進計画）の新設等が行われました。今般、改正

法の施行期日を定めるとともに、施行に必要な政令の整備を行います。 

２．法律案の概要  

（１）港湾法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令 

改正法（同法第２条及び附則第２条の規定を除く。）の施行期日を令和４年 12 月 16 日

とする。 

（２）港湾法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令 

○ 港湾法施行令の一部を改正し、改正法により新設された、港湾脱炭素化推進計画の

作成についての助言に関する国土交通大臣の職権を、地方整備局長等も行うことができ

るものとする。 

○ 地方税法施行令（昭和 25 年政令第 245 号）の一部を改正し、改正法により新設された、

陸上電力供給設備に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、その対象となる国

際拠点港湾を、当該港湾におけるコンテナ取扱量が一定量以上であること等の要件に該

当するものとする。 

○ 改正法により、分区内の構築物規制に関し、脱炭素化推進地区内においては条例によ

る強化又は緩和を可能とする、法第 40 条第１項の読替適用の規定（法第 50 条の５第２

項）が新設された。これに伴い、建築確認に係る建築基準関係規定又は宅地建物取引業

者による重要事項説明に係る法令制限として法第 40 条第１項を規定している以下の政

令につき、読替後の当該規定を位置付けるための所要の改正を行う。 

・建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第９条第３号 

・宅地建物取引業法施行令（昭和 39 年政令第 383 号）第３条第１項第 23 号 

○ 上記のほか、関係政令について所要の改正を行う。 

３．今後のスケジュール  

公布：令和４年 12 月 14 日（水） 施行：令和４年 12 月 16 日（金） 

 

【問い合わせ先】 

国土交通省港湾局総務課 木村、阿部、渡邉 

代表：03-5253-8111（内線 46862、46863、46864） 直通: 03-5253-8711 FAX:03-5253-1648 


